
三田市市税条例新旧対照表 
現行 改正案 

第 1 条～第 18 条の 4 省略 第 1 条～第 18 条の 4 省略 

(納期限後に納付し、又は納入する税金又は納入金に係る延滞金) (納期限後に納付し、又は納入する税金又は納入金に係る延滞金) 

第 19 条 納税者又は特別徴収義務者は、第 40 条、第 46 条、第 46 条の 2 若し
くは第 46 条の 5（第 53 条の 7の 2において準用する場合を含む。以下この条
において同じ。）、第 47 条の 4 第 1 項（第 47 条の 5 第 3 項において準用する
場合を含む。以下この条において同じ。）、第 48 条第 1項（法第 321 条の 8第
27 項及び第 28 項の申告書に係る部分を除く。）、第 53 条の 7、第 67 条、第 83
条第 2項、第 98 条第 1項若しくは第 2項、第 102 条第 2項、第 105 条、第 139
条第 1 項又は第 145 条第 3 項に規定する納期限後にその税金を納付し、又は
納入金を納入する場合においては、当該税額又は納入金額にその納期限（納
期限の延長があつたときは、その延長された納期限とする。以下第 1 号及び
第 2号において同じ。）の翌日から納付又は納入の日までの期間の日数に応じ、
年 14.6 パーセント（次の各号に掲げる税額の区分に応じ、当該各号に掲げる
期間については、年 7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当す
る延滞金額を加算して納付書によつて納付し、又は納入書によつて納入しな
ければならない。 

第 19 条 納税者又は特別徴収義務者は、第 40 条、第 46 条、第 46 条の 2 若し
くは第 46 条の 5（第 53 条の 7の 2において準用する場合を含む。以下この条
において同じ。）、第 47 条の 4 第 1 項（第 47 条の 5 第 3 項において準用する
場合を含む。以下この条において同じ。）、第 48 条第 1項（法第 321 条の 8第
22 項及び第 23 項の申告書に係る部分を除く。）、第 53 条の 7、第 67 条、第 83
条第 2項、第 98 条第 1項若しくは第 2項、第 102 条第 2項、第 105 条、第 139
条第 1 項又は第 145 条第 3 項に規定する納期限後にその税金を納付し、又は
納入金を納入する場合においては、当該税額又は納入金額にその納期限（納
期限の延長があつたときは、その延長された納期限とする。以下第 1 号及び
第 2号において同じ。）の翌日から納付又は納入の日までの期間の日数に応じ、
年 14.6 パーセント（次の各号に掲げる税額の区分に応じ、当該各号に掲げる
期間については、年 7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当す
る延滞金額を加算して納付書によつて納付し、又は納入書によつて納入しな
ければならない。 

(1) 省略 (1) 省略 

(2) 第 48 条第 1項の申告書（法第 321 条の 8第 1項、第 2項、第 4項、第 5
項又は第 24 項の規定による申告書に限る。）、第 98 条第 1 項若しくは第 2
項の申告書又は第 139 条第 1 項の申告書に係る税額（第 4 号に掲げる税額
を除く。） 当該税額に係る納期限の翌日から 1月を経過する日までの期間

(2) 第 48 条第 1 項の申告書（法第 321 条の 8 第 1 項、第 2 項、第 4 項又は
第 19 項の規定による申告書に限る。）、第 98 条第 1 項若しくは第 2 項の申
告書又は第 139 条第 1項の申告書に係る税額（第 4号に掲げる税額を除く。） 
当該税額に係る納期限の翌日から 1月を経過する日までの期間 

(3) 第 48 条第 1 項の申告書（法第 321 条の 8 第 27 項及び第 28 項の申告書
を除く。）、第 98 条第 1項若しくは第 2項の申告書又は第 139 条第 1項の申
告書でその提出期限後に提出したものに係る税額 当該提出した日までの
期間又はその日の翌日から 1月を経過する日までの期間 

(3) 第 48 条第 1 項の申告書（法第 321 条の 8 第 22 項及び第 23 項の申告書
を除く。）、第 98 条第 1項若しくは第 2項の申告書又は第 139 条第 1項の申
告書でその提出期限後に提出したものに係る税額 当該提出した日までの
期間又はその日の翌日から 1月を経過する日までの期間 

(4) 省略 (4) 省略 

第 20 条～第 30 条 省略 第 20 条～第 30 条 省略 

 (均等割の税率) (均等割の税率) 

第 31 条 省略 第 31 条 省略 

2 省略 2 省略 

3 前項に定める均等割の額は、当該均等割の額に、法第 312 条第 3項第 1号の
法人税額の課税標準の算定期間、同項第 1 号の 2 の連結事業年度開始の日か
ら 6月の期間若しくは同項第 1号の 3の連結法人税額の課税標準の算定期間、
同項第 2 号の均等割額の算定期間又は同項第 3 号の期間中において事務所、
事業所又は寮等を有していた月数を乗じて得た額を 12で除して算定するもの

3 前項に定める均等割の額は、当該均等割の額に、法第 312 条第 3項第 1号の
法人税額の課税標準の算定期間、同項第 2 号の連結事業年度開始の日から 6
月の期間若しくは同項第 3 号の連結法人税額の課税標準の算定期間又は同項
第 4 号の期間中において事務所、事業所又は寮等を有していた月数を乗じて
得た額を 12 で除して算定するものとする。この場合における月数は、暦に従



とする。この場合における月数は、暦に従つて計算し、1月に満たないときは
1月とし、1月に満たない端数を生じたときは切り捨てる。 

つて計算し、1月に満たないときは 1月とし、1月に満たない端数を生じたと
きは切り捨てる。 

第 32 条～第 36 条の 3 省略 第 32 条～第 36 条の 3 省略 

 (個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告書) 

 第 36 条の 3 の 2 所得税法第 194 条第 1 項の規定により同項に規定する申告書
を提出しなければならない者（以下この条において「給与所得者」という。）
で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項の給
与等の支払者（以下この条において「給与支払者」という。）から毎年 初に
給与の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に
掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出し
なければならない。 

 (1) 当該給与支払者の氏名又は名称 

 (2) 扶養親族の氏名 

 (3) その他施行規則で定める事項 

 2 前項又は法第 317 条の 3の 2第 1項の規定による申告書を提出した給与所得
者で市内に住所を有するものは、その年の中途において当該申告書に記載し
た事項について異動を生じた場合には、前項又は法第 317 条の 3 の 2 第 1 項
の給与支払者からその異動を生じた日後 初に給与の支払を受ける日の前日
までに、施行規則で定めるところにより、その異動の内容その他施行規則で
定める事項を記載した申告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出し
なければならない。 

 3 前 2 項の場合において、これらの規定による申告書がその提出の際に経由す
べき給与支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理された日に市
長に提出されたものとみなす。 

 4 給与所得者は、第 1項及び第 2項の規定による申告書の提出の際に経由すべ
き給与支払者が所得税法第 198 条第 2 項に規定する納税地の所轄税務署長の
承認を受けている場合には、施行規則で定めるところにより、当該申告書の
提出に代えて、当該給与支払者に対し、当該申告書に記載すべき事項を電磁
的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す
る方法であつて施行規則で定めるものをいう。次条第 4項において同じ。）に
より提供することができる。 

 5 前項の規定の適用がある場合における第 3項の規定の適用については、同項
中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「給与支払者に
受理されたとき」とあるのは「給与支払者が提供を受けたとき」と、「受理さ
れた日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

 (個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書) 

 第 36 条の 3 の 3 所得税法第 203 条の 5 第 1 項の規定により同項に規定する申



告書を提出しなければならない者（以下この条において「公的年金等受給者」
という。）で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき
同項の公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」とい
う。）から毎年 初に同項に規定する公的年金等の支払を受ける日の前日まで
に、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、
当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

 (1) 当該公的年金等支払者の名称 

 (2) 扶養親族の氏名 

 (3) その他施行規則で定める事項 

 2 前項又は法第 317 条の 3の 3第 1項の規定による申告書を公的年金等支払者
を経由して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の
前年において当該公的年金等支払者を経由して提出した前項又は法第 317 条
の 3 の 3 第 1 項の規定による申告書に記載した事項と異動がないときは、公
的年金等受給者は、当該公的年金等支払者が所得税法第 203 条の 5 第 2 項に
規定する国税庁長官の承認を受けている場合に限り、施行規則で定めるとこ
ろにより、前項又は法第 317 条の 3 の 3 第 1 項の規定により記載すべき事項
に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第 317 条の 3 の 3 第 1 項の
規定による申告書を提出することができる。 

 3 第 1 項の場合において、同項の規定による申告書がその提出の際に経由すべ
き公的年金等支払者に受理されたときは、その申告書は、その受理された日
に市長に提出されたものとみなす。 

 4 公的年金等受給者は、第 1項の規定による申告書の提出の際に経由すべき公
的年金等支払者が所得税法第 203 条の 5 第 4 項に規定する納税地の所轄税務
署長の承認を受けている場合には、施行規則で定めるところにより、当該申
告書の提出に代えて、当該公的年金等支払者に対し、当該申告書に記載すべ
き事項を電磁的方法により提供することができる。 

 5 前項の規定の適用がある場合における第 3項の規定の適用については、同項
中「申告書が」とあるのは「申告書に記載すべき事項を」と、「公的年金等支
払者に受理されたとき」とあるのは「公的年金等支払者が提供を受けたとき」
と、「受理された日」とあるのは「提供を受けた日」とする。 

第 36 条の 4～第 47 条の 6 省略 第 36 条の 4～第 47 条の 6 省略 

(法人の市民税の申告納付) (法人の市民税の徴収の方法) 

第 48 条 市民税を申告納付する義務がある法人は、法第 321 条の 8第 1項、第
2項、第 4項、第 5項、第 24 項、第 27 項及び第 28 項の規定による申告書を、
同条第 1 項、第 2 項、第 4 項、第 5 項、第 24 項及び第 28 項の申告納付にあ
つてはそれぞれこれらの規定による納期限までに、同条第 27 項の申告納付に
あつては遅滞なく市長に提出し、及びその申告に係る税金又は同条第 1 項後
段及び第 3 項の規定によつて提出があつたものとみなされる申告書に係る税

第 48 条 市民税を申告納付する義務がある法人は、法第 321 条の 8第 1項、第
2 項、第 4 項、第 19 項、第 22 項及び第 23 項の規定による申告書を、同条第
1項、第 2項、第 4項、第 19 項及び第 23 項の申告納付にあつてはそれぞれこ
れらの規定による納期限までに、同条第 22 項の申告納付にあつては遅滞なく
市長に提出し、及びその申告に係る税金又は同条第 1 項後段及び第 3 項の規
定によつて提出があつたものとみなされる申告書に係る税金を施行規則第 22



金を施行規則第 22 号の 4 様式による納付書によつて納付しなければならな
い。 

号の 4様式による納付書によつて納付しなければならない。 

2 法の施行地に主たる事務所若しくは事業所を有する法人又は外国法人が、法
の施行地外にその源泉がある所得について、外国の法人税等を課された場合
においては、法第 321 条の 8第 29 項及び令第 48 条の 13 に規定するところに
より、控除すべき額を前項の規定により申告納付すべき法人税割額から控除
する。 

2 法の施行地に主たる事務所若しくは事業所を有する法人又は外国法人が、法
の施行地外にその源泉がある所得について、外国の法人税等を課された場合
においては、法第 321 条の 8第 24 項及び令第 48 条の 13 に規定するところに
より、控除すべき額を前項の規定により申告納付すべき法人税割額から控除
する。 

3 法第 321 条の 8第 27 項の申告書（同条第 26 項の規定による申告書を含む。
以下本項において同じ。）に係る税金を納付する場合においては、当該税金に
係る同条第 1項、第 2項、第 4項、第 5項又は第 24 項の納期限（納期限の延
長があつたときは、その延長された納期限とする。）の翌日から納付の日まで
の期間の日数に応じ、当該税額に年 14.6 パーセント（申告書を提出した日（同
条第 28項の規定の適用がある場合で当該申告書がその提出期限前に提出され
たときは、当該提出期限）までの期間又はその期間の末日の翌日から 1 月を
経過する日までの期間については、年 7.3 パーセント）の割合を乗じて計算
した金額に相当する延滞金を加算して施行規則第 22号の 4様式による納付書
によつて納付しなければならない。 

3 法第 321 条の 8第 22 項の申告書（同条第 21 項の規定による申告書を含む。
以下この項において同じ。）に係る税金を納付する場合においては、当該税金
に係る同条第 1項、第 2項、第 4項又は第 19 項の納期限（納期限の延長があ
つたときは、その延長された納期限とする。）の翌日から納付の日までの期間
の日数に応じ、当該税額に年 14.6 パーセント（申告書を提出した日（同条第
23 項の規定の適用がある場合で当該申告書がその提出期限前に提出されたと
きは、当該提出期限）までの期間又はその期間の末日の翌日から 1 月を経過
する日までの期間については、年 7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した
金額に相当する延滞金を加算して施行規則第 22号の 4様式による納付書によ
つて納付しなければならない。 

4 前項の場合において、法人が法第 321 条の 8 第 1 項、第 2 項、第 4 項、第 5
項又は第 24 項の申告書を提出した日（当該申告書がその提出期限前に提出さ
れた場合には、当該申告書の提出期限）の翌日から 1 年を経過する日後に同
条第 27 項の申告書を提出したときは、詐偽その他不正の行為により市民税を
免れた法人が法第 321 条の 11 第 1項又は第 3項の規定による更正があるべき
ことを予知して当該申告書を提出した場合を除き、当該 1 年を経過する日の
翌日から当該申告書を提出した日（法第 321 条の 8第 28 項の規定の適用があ
る場合で当該申告書がその提出期限前に提出されたときは、当該申告書の提
出期限）までの期間は、延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

4 前項の場合において、法人が法第 321 条の 8第 1項、第 2項、第 4項又は第
19 項の申告書を提出した日（当該申告書がその提出期限前に提出された場合
には、当該申告書の提出期限）の翌日から 1年を経過する日後に同条第 22 項
の申告書を提出したときは、詐偽その他不正の行為により市民税を免れた法
人が法第 321 条の 11 第 1項又は第 3項の規定による更正があるべきことを予
知して当該申告書を提出した場合を除き、当該 1 年を経過する日の翌日から
当該申告書を提出した日（法第 321 条の 8第 23 項の規定の適用がある場合で
当該申告書がその提出期限前に提出されたときは、当該申告書の提出期限）
までの期間は、延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

5～6 省略 5～6 省略 

第 49 条 省略 第 49 条 省略 

(法人の市民税に係る不足税額の納付の手続) (法人の市民税に係る不足税額の納付の手続) 

第 50 条 省略 第 50 条 省略 

2 前項の場合においては、その不足税額に法第 321 条の 8第 1項、第 2項、第
4項、第 5項又は第 24 項の納期限（同条第 28 項の申告納付に係る法人税割に
係る不足税額についても同条第 1 項、第 2 項、第 4 項又は第 5 項の納期限に
よるものとする。なお、納期限の延長があつたときは、その延長された納期
限とする。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年 14.6 パーセン
ト（前項の納期限までの期間又は当該納期限の翌日から 1 月を経過する日ま
での期間については、年 7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相
当する延滞金額を加算して納付しなければならない。 

2 前項の場合においては、その不足税額に法第 321 条の 8第 1項、第 2項、第
4項又は第 19 項の納期限（同条第 23項の申告納付に係る法人税割に係る不足
税額についても同条第 1 項、第 2 項又は第 4 項の納期限によるものとする。
なお、納期限の延長があつたときは、その延長された納期限とする。）の翌日
から納付の日までの期間の日数に応じ、年 14.6 パーセント（前項の納期限ま
での期間又は当該納期限の翌日から 1月を経過する日までの期間については、
年 7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算
して納付しなければならない。 



3 前項の場合において、法第 321 条の 11 第 1 項又は第 3 項の規定による更正
の通知をした日が、法第 321 条の 8 第 1 項、第 2 項、第 4 項、第 5 項又は第
24 項の申告書を提出した日（当該申告書がその提出期限前に提出された場合
には、当該申告書の提出期限）の翌日から 1年を経過する日後であるときは、
詐偽その他不正の行為により市民税を免れた場合を除き、当該 1 年を経過す
る日の翌日から当該通知をした日（法人税に係る修正申告書を提出し、又は
法人税に係る更正若しくは決定がされたこと（同条第 2 項又は第 4 項の申告
書を提出すべき法人が連結子法人の場合にあつては、当該連結子法人との間
に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第 2条第 12 号の 7の 2に規
定する連結親法人をいう。以下本項において同じ。）若しくは連結完全支配関
係があつた連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係
る更正若しくは決定を受けたこと）による更正に係るものにあつては、当該
修正申告書を提出した日又は国の税務官署が更正若しくは決定の通知をした
日）までの期間は、延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

3 前項の場合において、法第 321 条の 11 第 1 項又は第 3 項の規定による更正
の通知をした日が、法第 321 条の 8第 1項、第 2項、第 4項又は第 19 項の申
告書を提出した日（当該申告書がその提出期限前に提出された場合には、当
該申告書の提出期限）の翌日から 1 年を経過する日後であるときは、詐偽そ
の他不正の行為により市民税を免れた場合を除き、当該 1 年を経過する日の
翌日から当該通知をした日（法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税
に係る更正若しくは決定がされたこと（同条第 2 項又は第 4 項の申告書を提
出すべき法人が連結子法人の場合にあつては、当該連結子法人との間に連結
完全支配関係がある連結親法人（法人税法第 2条第 12 号の 7の 2に規定する
連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若しくは連結完全支配関係が
あつた連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る更
正若しくは決定を受けたこと）による更正に係るものにあつては、当該修正
申告書を提出した日又は国の税務官署が更正若しくは決定の通知をした日）
までの期間は、延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

第 51 条～第 53 条の 12 省略 第 51 条～第 53 条の 12 省略 

(固定資産税の納税義務者等) (固定資産税の納税義務者等) 

第 54 条 省略 第 54 条 省略 

2～6 省略 2～6 省略 

7 家屋の附帯設備(家屋のうち附帯設備に属する部分その他施行規則第 10条の
2の 10 で定めるものを含む。)であつて、家屋の所有者以外の者がその事業の
用に供するため取り付けたものであり、かつ、当該家屋に付合したことによ
り家屋の所有者が所有することとなつたもの(以下この項において「特定附帯
設備」という。)については、当該取り付けた者の事業の用に供することがで
きる資産である場合に限り、当該取り付けた者をもつて第 1 項の所有者とみ
なし、当該特定附帯設備のうち家屋に属する部分は家屋以外の資産とみなし
て固定資産税を課する。 

7 家屋の附帯設備(家屋のうち附帯設備に属する部分その他施行規則第 10条の
2の 11 で定めるものを含む。)であつて、家屋の所有者以外の者がその事業の
用に供するため取り付けたものであり、かつ、当該家屋に付合したことによ
り家屋の所有者が所有することとなつたもの(以下この項において「特定附帯
設備」という。)については、当該取り付けた者の事業の用に供することがで
きる資産である場合に限り、当該取り付けた者をもつて第 1 項の所有者とみ
なし、当該特定附帯設備のうち家屋に属する部分は家屋以外の資産とみなし
て固定資産税を課する。 

第 55 条～第 94 条 省略 第 55 条～第 94 条 省略 

(たばこ税の税率) (たばこ税の税率) 

第 95 条 たばこ税の税率は、1,000 本につき 3,298 円とする。 第 95 条 たばこ税の税率は、1,000 本につき 4,618 円とする。 

第 96 条～第 151 条 省略 第 96 条～第 151 条 省略 

付 則 付 則 

第 1条～第 16 条 省略 第 1条～第 16 条 省略 

(たばこ税の税率の特例) (たばこ税の税率の特例) 

第 16 条の 2 たばこ事業法附則第 2 条の規定による廃止前の製造たばこ定価法
（昭和 40 年法律第 122 号）第 1条第 1項に規定する紙巻たばこ 3級品の当該
廃止の時における品目と同一である喫煙用の紙巻たばこに係るたばこ税の税
率は、第 95 条の規定にかかわらず、当分の間、1,000 本につき 1,564 円とす

第 16 条の 2 たばこ事業法附則第 2 条の規定による廃止前の製造たばこ定価法
（昭和 40 年法律第 122 号）第 1条第 1項に規定する紙巻たばこ 3級品の当該
廃止の時における品目と同一である喫煙用の紙巻たばこに係るたばこ税の税
率は、第 95 条の規定にかかわらず、当分の間、1,000 本につき 2,190 円とす



る。 る。 

2 省略 2 省略 

第 16 条の 3～第 19 条の 2 省略 第 16 条の 3～第 19 条の 2 省略 

 (非課税口座内上場株式等の譲渡に係る市民税の所得計算の特例) 

第 19 条の 3 削除 第 19 条の 3 市民税の所得割の納税義務者が、前年中に租税特別措置法第 37 条
の 14 第 5 項第 2号に規定する非課税上場株式等管理契約（次項において「非
課税上場株式等管理契約」という。）に基づき同条第 1項に規定する非課税口
座内上場株式等（その者が 2 以上の同条第 5 項第 1 号に規定する非課税口座
（以下この条において「非課税口座」という。）を有する場合には、それぞれ
の非課税口座に係る非課税口座内上場株式等。以下この条において同じ。）の
譲渡をした場合には、令附則第 18 条の 6の 2第 3項で定めるところにより、
当該非課税口座内上場株式等の譲渡による事業所得の金額、譲渡所得の金額
又は雑所得の金額と当該非課税口座内上場株式等以外の同法第37条の10第 2
項に規定する株式等の譲渡による事業所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所
得の金額とを区分して、これらの金額を計算するものとする。 

 2 租税特別措置法第 37 条の 14 第 4項各号に掲げる事由により、非課税口座か
らの非課税口座内上場株式等の一部又は全部の払出し（振替によるものを含
む。以下この項において同じ。）があつた場合には、当該払出しがあつた非課
税口座内上場株式等については、その事由が生じた時に、令附則第 18 条の 6
の 2第 2項で定める金額（以下この項において「払出し時の金額」という。）
により非課税上場株式等管理契約に基づく譲渡があつたものと、同法第 37 条
の 14 第 4 項第 1号に掲げる移管、返還又は廃止による非課税口座内上場株式
等の払出しがあつた非課税口座を開設し、又は開設していた市民税の所得割
の納税義務者については、当該移管、返還又は廃止による払出しがあつた時
に、その払出し時の金額をもつて当該移管、返還又は廃止による払出しがあ
つた非課税口座内上場株式等の数に相当する数の当該非課税口座内上場株式
等と同一銘柄の同法第 37 条の 11 の 3 第 2 項に規定する上場株式等の取得を
したものとそれぞれみなして、前項及び付則第 19 条の規定その他のこの条例
の規定を適用する。 

以下省略 以下省略 

 


